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はじめに 

 

気候変動問題は今や「気候危機」とも言われてお

り、平均気温の上昇や台風による被害など避けて

通ることが出来ない喫緊の課題となっております。 

この地球規模の課題である気候変動問題の解決

に向けて、2015 年にパリ協定が採択され、世界共

通の長期目標として、今世紀後半に温室効果ガス

の人為的な発生源による排出量と吸収源による除

去量との間の均衡を達成することなどが合意され

ました。 

このような社会的な動きを受け、本市は、2020 年 12 月に、2050 年二酸化炭素実

質排出量ゼロに取り組むことを表明するゼロカーボンシティ宣言を行っており、そ

こに至るまでの道筋を示すことを目的に、このたび「八千代市地域脱炭素ロードマ

ップ」を策定しました。 

今後は、本ロードマップに基づき、脱炭素社会の実現に向け、「ひと」「まち」「みら

い」をキーワードに、着実に歩みを進めて参りたいと考えておりますので、皆様のご

理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたりアンケート調査やパブリックコメントを通じて貴重

なご意見を賜りました市民の皆様、ヒアリング調査にご協力をいただきました事業者

の皆様、審議を重ねていただきました八千代市環境審議会委員の皆様に、あらためて

深く感謝を申し上げます。 

 

 

 

令和６年３月    

八千代市長  服 部 友 則 
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1. ロードマップの概要 

1.1. ロードマップの目的と位置づけ 

八千代市では、八千代市第５次総合計画の基本構想における将来都市像の実現に向

け、５つの柱を基本目標として掲げています。その内の一つである「快適で環境にや

さしいまちづくり」の中で、環境保全活動の推進や、循環型社会の形成、地球環境へ

の配慮をうたっており、脱炭素社会実現に向けた取組を通じて地球温暖化対策に積極

的に取り組むことが重要であると考えています。 

八千代市は、令和２年(2020 年)12月に令和 32年(2050年)までに二酸化炭素（CO2）

の排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」宣言をしました。これを受け、本

ロードマップでは、ゼロカーボンシティの実現に向けた、八千代市の将来の温室効果

ガス排出削減目標や具体的な取組を示しています。 
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革新的技術の早期実装 

ゼロカーボン 

シティの実現 

【八千代市環境保全計画】 

八千代市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

八千代市地域気候変動適応計画 

（関連計画） 

八千代市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

八千代市一般廃棄物処理基本計画 

八千代市緑の基本計画 

八千代市環境保全計画アクションプラン 



 

2 

1.2. 計画の対象期間 

ロードマップの計画期間は、令和６年度(2024年度)から令和 32年度(2050年度)ま

でとします。八千代市環境保全計画との整合性を図るため、同計画の見直しにあわせ

て原則５年ごとに見直す他、社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを行い

ます。 
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７年度 

Ｒ８～12 

年度 

Ｒ13～17 

年度 

Ｒ18～22 

年度 

Ｒ23～27 
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1.3. 脱炭素目標 

「2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ」（長期目標）の実現を目指し、脱炭素化に向け

た地球温暖化対策の国内外の動向を踏まえ、令和 12 年度（2030 年度）までに達成す

べき目標（中期目標）を次のように設定しました 。 

 

 

 

  「2050 年二酸化炭素排出実質ゼロ」の実現 

長期目標 

中期目標 

市域からの令和 12年度（2030年度）における温室効果ガス排出量を

平成 25 年度（2013年度）比 40％削減とし、更なる高みを目指す。 

※平成 25年度（2013年度）: 1,635千 t-CO2 

令和 12年度（2030年度）:   973千 t-CO2 

ゼロカー
ボンシティ
の実現 
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2. 策定の背景 

2.1. 地球温暖化について 

現在、地球の平均気温は 14℃前後ですが、もし大気中に水蒸気、二酸化炭素、メタ

ンなどの温室効果ガスがなければ、マイナス 19℃くらいになります。太陽から地球に

降り注ぐ光は、地球の大気を素通りして地面を暖め、その地表から放射される熱を温

室効果ガスが吸収することで大気を暖めているからです。 

近年、産業活動によって、二酸化炭素、メタン、さらにはフロン類などの温室効果

ガスが大量に排出されて、大気中の濃度が高まり熱の吸収が増えた結果、気温が上昇

し始めています。これが地球温暖化です。 

温室効果ガス総排出量に占めるガス別排出量の内訳は、二酸化炭素 75.0％、メタン

18.0％、一酸化二窒素 4.0％、オゾン層破壊物質でもあるフロン類(CFCs、HCFCs)2.0％、

となっています。IPCC第６次評価報告書によると、人間活動が大気・海洋及び陸域を

温暖化させてきたことには疑う余地がないとされており、石油や石炭など化石燃料の

燃焼などによって排出される二酸化炭素が最大の温暖化の原因と言えます。また、気

候システム全般にわたる最近の変化の規模と、気候システムの側面の現在の状況は、

何世紀も何千年もの間、前例のなかったものとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 温室効果ガスと地球温暖化メカニズム／温室効果ガス総排出量に占めるガス別排出量 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（https://www.jccca.org/） 
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2.2. 温暖化の状況 

IPCC 第６次評価報告書によると、世界平均気温は工業化前と比べて、平成 23 年

(2011年)～令和２年(2020 年)で 1.09℃上昇しています。 

また、陸域では海面付近よりも 1.4～1.7 倍の速度で気温が上昇し、北極圏では世

界平均の約２倍の速度で気温が上昇するとしています。 

特に最近 30年の各 10 年間の世界平均気温は、昭和 25年(1950年)以降のどの 10年

間よりも高温となっています。気象庁によると令和５年(2023 年)の世界の平均気温

の基準値からの偏差は+0.54℃で、明治 24 年(1891 年)の統計開始以降、平成 28 年

(2016年)を上回り最も高い値となりました。 

今後、温室効果ガス濃度がさらに上昇し続けると、今後気温はさらに上昇すると予

測されています。IPCC 第６次評価報告書によると、今世紀末までに 3.3～5.7℃の上

昇(SSPD-8.5)と予測されています。 

 

 

  

図 2100年までの世界平均気温の変化予測（1950～2100年・観測と予測） 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（https://www.jccca.org/） 
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2.3. IPCCによる気候変動シナリオ 

IPCCとは、気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate 

Change）の略で人為起源による気候変化、影響などついて、科学的、技術的、社会経

済学的な見地から評価するため、国連環境計画（UNEP）と世界気象機関（WMO）により

設立された組織です。 

世界中の科学者の協力の下、出版された文献（科学誌に掲載された論文等）に基づ

いて定期的に報告書を作成し、気候変動に関する最新の科学的知見の評価を提供して

います。 

温暖化の進行を受け、IPCC は、下図に示す５つのシナリオに基づく世界平均気温の

変化を図のとおり提示し、温暖化対策への取組が急務であることを呼びかけています。 

 

 

 

 

 

 

  

図 IPCC 第６次評価報告書における SSP シナリオとは 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（https://www.jccca.org/） 
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2.4. 脱炭素に向けた世界・国・県の動き 

2.4.1. 世界における動向 

平成 27 年(2015 年)に温室効果ガス削減に関する国際的取り決めを話し合う「国連

気候変動枠組条約締約国会議(通称 COP）」で合意されたパリ協定は、令和２年(2020

年)以降の気候変動問題に関する、国際的な枠組みです。世界共通の長期目標として、

産業革命前からの平均気温の上昇を２℃より十分下方に保持し、1.5℃に抑える努力

を追求することを目的としています。 

このため、IPCC第６次評価報告書では、地球温暖化による気温上昇を 1.5℃に抑制

するための残りの CO2排出量上限はあと 4000 億 トンであることが示されており、気

温上昇をあるレベルで止めるためには、CO2 累積排出量を制限し、少なくとも正味ゼ

ロ排出を達成し、他の温室効果ガスも大幅に削減する必要があるとしています。 

そして、気温上昇を約 1.5℃に抑えるためには、令和 12 年(2030 年)までに平成 22

年(2010年)比で世界全体の CO2排出量を約 45％削減することが必要とされており、こ

の実現に向けて、120以上の国と地域が「2050年カーボンニュートラル」という目標

を掲げ取組を進めています。 

 

 

  

図 CO2の累積排出量と気温上昇幅の関係 

出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（https://www.jccca.org/） 
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■カーボンニュートラルとは 

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させることを意味します。「排出を全体とし

てゼロ」というのは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」※から、植

林、森林管理などによる「吸収量」※を差し引いて、合計を実質的にゼロにすること

を意味しています。 

カーボンニュートラルの達成のためには、温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収

作用の保全及び強化をする必要があります。 

 

※ここでの温室効果ガスの「排出量」「吸収量」とは、いずれも人為的なものを指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

八千代市民の「ゼロカーボン」の認知状況 

令和５年(2023年)３月に市民を対象に行った、

気候変動・地球温暖化に関するアンケートにおい

て、「あなたは、「ゼロカーボン」という言葉を知

っていましたか」と聞いたところ、「知っている」
※と回答した市民の割合は 50.6％となっており、

約半数の市民がある程度理解していることが分か

りました。 

ゼロカーボンシティを実現する上ではより多く

の市民や事業者に脱炭素型のライフスタイルを定

着させることが必要であり、そのためにはゼロカ

ーボンシティについての認知を高め、意識付けを

行い、行動変容につなげていくことが重要です。 

 ※「よく知っている（意味やどんなことに取り組むかなど）」
及び「詳しくは知らないが、大体の意味は分かる」の合
計 

 

  

出典：脱炭素ポータル（環境省） 

よく知っている（意

味やどんなことに取

り組むかなど）

12.4%

詳しくは知らないが、
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38.2%
意味は知らないが、

聞いたことはある

20.0%

知らない

27.0%

無回答

2.4%

n=330 

Q あなたは、「ゼロカーボン」と 

いう言葉を知っていましたか 
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2.4.2. 国における動向 

■2050 年カーボンニュートラル宣言 

令和２年(2020年)10月、菅総理大臣（当時）は、所信表明演説において、「我が国

は、令和 32 年(2050 年)までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すな

わち 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことを宣言しまし

た。また、令和３年(2021 年)４月には、「2030 年度において、温室効果ガス 46%削減

（2013 年度比）を目指す」こと、さらに「50%の高みに向けて挑戦を続けること」を

表明しました。 

令和３年(2021 年)10 月 22 日には、2050 年カーボンニュートラルに向けた基本的

な考え方等を示す「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」が閣議決定され、

その後、国連に提出されました。 

これらを踏まえ、国は「GX実現に向けた基本方針」を令和５年(2023 年）２月に閣

議決定するなど、脱炭素の実現に向けて各種取組を推進しています。 

■国の排出削減目標 

地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画である地球温暖化対策計画が令和

３年(2021 年)10 月 22 日に閣議決定されました。地球温暖化対策計画は、平成 28 年

(2016年)５月 13日に閣議決定した前回の計画から５年ぶりに改定されています。 

改定された地球温暖化対策計画は、「2050年カーボンニュートラル」宣言、令和 12

年度(2030 年度)46％削減目標等の実現に向けて策定したものであり、CO2以外も含む

温室効果ガスの全てを網羅し、新たな令和 12 年度(2030 年度)目標の裏付けとなる対

策・施策を記載して新目標実現への道筋を描いています。 

また、令和３年(2021 年)に策定されたエネルギー基本計画では、令和 12 年(2030

年度)において、省エネ量目標値として約 3.7倍（令和元年(2019年度)比）、再生可能

エネルギー導入見込量として太陽光を 2.1倍（令和元年(2019年度)比）にするとして

います。 

 

 

  

図 地球温暖化対策計画における温室効果ガス排出量の目標 
出典：環境省 
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2.4.3. 千葉県における動向 

千葉県は、千葉県カーボンニュートラル推進方針（令和５年(2023年)３月）におい

て、令和 32 年(2050 年)におけるカーボンニュートラルの実現を目指して中期的・長

期的な目指す姿やロードマップを示しています。 

また、千葉県地球温暖化対策実行計画（令和５年(2023年)３月）においては国の示

す温室効果ガス削減目標を踏まえ、千葉県の地域特性を考慮した令和 12年度(2030年

度)における削減目標を設定するとともに、目標達成に向けた各主体の取組を示して

います。 

 

 

 

 

 

  

図 2050年カーボンニュートラルに向けた県の目指す姿へのロードマップ 

出典：千葉県カーボンニュートラル推進方針 

図 2030 年度の温室効果ガス排出量 

出典：千葉県地球温暖化対策実行計画 

表 2030 年度の温室効果ガス 

 

 

 

 

 

 

 

出典：千葉県地球温暖化対策実行計画 
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3. 現状と課題 

3.1. 八千代市の概況 

■人口の推移 

本市の総人口は、昭和 42 年（1967 年）に市制が施行されて以来、東日本大震災の

影響を受けた平成 23 年（2011 年）から平成 24 年（2012 年）を除き増加を続けてお

り、令和４年（2022年）３月末時点では 203,524人となっています。平成 17 年（2005

年）には老年人口が年少人口を上回っており、近年総人口に占める老年人口の割合が

高まっていることからも、高齢化の進展が顕著となっています。 

将来人口推計結果によれば、本市の総人口は令和 11 年（2029 年）までは増加する

見込みとなっており、その後は、全国の傾向と同様に、減少に転じることが見込まれ

ています。 

 

   

図 年齢３区分別人口の推移 
出典：八千代市人口ビジョン（令和５年改訂版） 

図 八千代市総人口の将来人口推計結果 
出典：八千代市人口ビジョン（令和５年改訂版） 
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■産業の状況 

本市の産業構造は、第二次産業が約２割、第三次産業が約８割を占めており、この

20年間で、第一次産業従事者だけでなく、第二次産業従事者が減少していることが特

徴です。 

商工業において、製造品出荷額は平成 30 年度（2018 年度）にかけて増加し、その

後減少に転じています。また、年間商品販売額及び事業所数は減少傾向にあります。 
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図 年間商品販売額及び事業所数 
出典：「商業統計調査」より八千代市 

データを抜粋 

図 産業大分類別就業人口比 
出典：八千代市 HP(「八千代市の統計」) 
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本市では、野菜を中心に酪農やナシ栽培が盛んです。令和３年（2021年）の推計の

農業産出額は、野菜が 11.9 億円、畜産が 10.9億円、果実が 4.0億円、米が 2.6 億円、

その他で計 31.1 億円となっています。しかしながら、販売農家戸数は年々減少する

傾向にあり、令和２年（2020年）では 403戸でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

■土地利用の状況 

本市の土地利用の特徴は、中南部に人口のほとんどが集中する市街地があり、北部

は市域の半分を占める農村地帯で多くの緑が残され、谷津・里山など「水と緑」の自

然の豊かな地域です。 

平成 15 年（2003 年）から令和４年（2022 年）までの間に、山林が 132ha、田畑が

145ha 減少した一方、宅地が 243ha 増加しています。転用された農地のうち、住宅地

への転用が最も多く、人口増による発展という本市の特徴がうかがえます。 
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出典：令和３市町村別農業産出額（推計）農林業
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産出額の推計結果 

図 販売農家戸数の推移 
出典：「農林業センサス」より八千代市データを

抜粋 
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■交通の状況 

本市の道路網は、首都圏を環状にとりまく国道 16 号と国道 296 号などの広域幹線

道路や、都市計画道路３・４・１号新木戸上高野原線、３・３・７号大和田駅前萱田

線、といった都市幹線道路（一部供用開始済）、そのほか県道や市道によって形成され

ています。国道296号などでは、交通量の増加に伴い慢性的な渋滞が発生しています。

また狭隘な道路もあることから、計画的な道路整備が求められます。 

鉄道は、市域の南端部を京成本線が通り、市内に八千代台駅、京成大和田駅、勝田

台駅の３駅があります。また中央部には西船橋駅から東葉勝田台駅を結ぶ東葉高速線

が通り、八千代緑が丘駅、八千代中央駅、村上駅、東葉勝田台駅の４駅があり、東葉

勝田台駅は京成本線の勝田台駅と接続しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 幹線道路方針 
出典：八千代市都市計画マスタープランより幹線道路方針 
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3.2. 八千代市の温室効果ガス排出状況 

3.2.1. 市域全体 

平成 25 年度（2013 年度）以降の我が国の温室効果ガス排出傾向には減少傾向が見

られますが、本市においては平成 28年度（2016年度）から平成 29年度（2017 年度）

にかけてピークを迎え、その後減少に転じています。 

温室効果ガス排出量の推移と電気の CO2排出係数の推移を比較すると、概ね近い増

減の推移をしていることから、電気の CO2排出係数が本市の温室効果ガス排出量に与

える影響が大きいことがわかります。新型コロナウイルス感染症の影響が少ないと考

えられる令和元年度（2019 年度）の排出量は、平成 25年度（2013年度）比で 6.9%の

減少となっています。 

なお、令和２年度（2020 年度）が前年度比 9.4％減と大きく減少しているのは、新

型コロナウイルス感染症による活動制限が大きく影響していると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 八千代市 温室効果ガス排出量の推移及び電気の CO2排出係数の推移 
出典：温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省） 

電気の CO2出典：排出係数地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト（環境省） 

 

 

 

 

 

 

 

  

全国：エネルギー起源 CO2排出量（電気・熱 配分後）、エネルギー転換部門を除いて算出 

図 八千代市と全国におけるエネルギー起源温室効果ガス排出量の部門別排出割合(令和２年度(2020 年度）) 
出典：自治体カルテ（環境省） 
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温室効果ガス排出量について、本市と千葉県の排出割合を比較すると、本市は産業

部門が少なく、家庭部門の割合が多い特徴があります。また、本市と全国と比較する

と、本市は産業部門が多く、運輸部門が少ない特徴があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 温室効果ガス排出割合の比較（八千代市、千葉県、全国） 

出典：自治体カルテ（環境省） 

 

 

 

3.2.2. 家庭部門 

家庭部門からの温室効果ガス排出量は、平成 25 年（2013 年）頃から減少傾向が見

られます。省エネ家電の普及や日頃の生活における省エネへの取組が促進されている

ことがその背景にあると考えられます。 

本市における世帯数は一貫して増加傾向にありますが、温室効果ガス排出量につい

ては、年度によって変動があるものの、平成 25 年度（2013 年度）をピークに減少し

ています。新型コロナウイルス感染症の影響が少ないと考えられる令和元年度（2019

年度）の排出量は、平成 25年度（2013年度）比で 22.0%の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 家庭部門からの温室効果ガス排出傾向 

温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省）、世帯数出典：八千代市統計書 
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3.2.3. 事業者の状況 

■産業部門 

産業部門からの温室効果ガス排出傾向は、製造品出荷額等との関連性が高いことが

分かります。本市は工業団地が有り、中でも比較的エネルギーを必要とする食品製造

工場を有していることから、温室効果ガス排出傾向としては、景気など市域外の経済

活動による影響を受けやすい特徴があります。 

温室効果ガス排出量と製造品出荷額等の推移を比較すると、基準年度である平成 25

年度（2013年度）以降、温室効果ガス排出量が平成 28年度（2016年度）をピークに

減少に転じているのに対し、製造品出荷額等は平成 30 年度（2018 年度）まで増加傾

向にあり、温室効果ガスの排出と生産活動に乖離が見られ、単位製造品出荷額等あた

りの温室効果ガス排出量が低減していることがわかります。新型コロナウイルス感染

症の影響が少ないと考えられる令和元年度（2019年度）の排出量は、平成 25 年度（2013

年度）比で 1.8%の増加となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 産業部門からの温室効果ガス排出傾向と製造品出荷額等の関係 

出典：自治体カルテ（環境省） 
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エネ等の取組効果が表れていると考えられます。新型コロナウイルス感染症の影響が

少ないと考えられる令和元年度（2019 年度）の排出量は、平成 25 年度（2013 年度）

比で 18.1%の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 業務その他部門からの温室効果ガス排出傾向 

温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省）、第三次産業従業者数出典：経済センサス 
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図 運輸部門からの温室効果ガス排出傾向 

温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省）、自動車保有台数出典：千葉県統計年鑑 
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3.2.5. 廃棄物分野 

廃棄物分野からの温室効果ガスは、市民や事業所などから収集された一般廃棄物を

焼却することで排出され、一般廃棄物に含まれるプラスチック類が主な排出源となっ

ています。 

本市の人口は概ね増加傾向である一方で、温室効果ガスの排出量は年度によって増

減がありますが、概ね横ばいが続いています。これは、収集された一般廃棄物の量の

増減はもちろんのこと、一般廃棄物に含まれるプラスチックごみの割合も影響してい

るためです。このため、廃棄物分野における温室効果ガスの排出を削減するためには、

４Ｒの取組の徹底を通じて、プラスチックごみの分別、再資源化に積極的に取り組む

ことが重要です。 

なお、市民などから収集された一般廃棄物は、清掃センターで処理されており、ご

みを焼却することで生じる余熱については施設内での給湯やふれあいプラザの温水

プールへの熱供給が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 廃棄物分野からの温室効果ガス排出傾向 

温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省）、人口出典：八千代市統計書 
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3.3. 市役所（事務事業）の状況 

市の事務事業により排出される温室効果ガスのうち、約 98.3％が CO2であり、大部

分を占めています。 

その CO2排出量のうち、電気の使用に伴う CO2排出量が４割近く（37.2％）を占めて

おり、エネルギー使用によって排出される CO2の多くが電気の使用によるものです。

電気以外のエネルギーであるガソリンなどの燃料使用からの CO2 排出量は約１割

（9.7％）となっています。 

また、一般廃棄物の焼却により排出される CO2は全体の半分以上（53.1％）となっ

ています。 

このような温室効果ガスの排出傾向から、大部分を占めている CO2の排出削減への

取組が効果的であるといえます。また、その中でも特に割合の大きい、電気の使用と

廃棄物の焼却への対策が重要と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 温室効果ガス総排出量（CO2換算）の推移 

出典：八千代市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 令和４年度（2022 年度）温室効果ガスの排出割合及び二酸化炭素の排出割合の内訳 

出典：八千代市  
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3.4. 再生可能エネルギーの状況 

3.4.1. 再生可能エネルギーの導入状況 

八千代市の再生可能エネルギーの状況について、FIT 制度※1による再生可能エネル

ギー（電気）の現状は、導入量が 32,172kWとなっており、全量が太陽光発電です。そ

のうち、主に住宅に設置されていると考えられる 10kW 未満の太陽光発電が全体の

58％を占めています。 

導入容量累積の経年変化をみると、過去５年間平均で約 2.3 千 kW 増加しており、

10kW 未満、10kW 以上ともに継続的に増加していることが分かります。また、市内の

消費電力と再生可能エネルギーによる発電量の比率（対消費電力 FIT導入比）※２につ

いてみると、令和３(2021)年で 4.2％となっており、この７年間で約 2.5 倍に増加し

ています。 

 

※１FIT制度：電気事業者による再生可能エネルギー

電気の調達に関する特別措置法（平成二十三年八

月三十日法律第百八号）に基づく再生可能エネル

ギーの固定価格買取制度 

 

※２区域の FIT制度による再生可能エネルギーの発電

電力量を、区域の電気使用量で除した値 

 

 

 
図 市内における再生可能エネルギーの導入容量 

出典：自治体排出量カルテ（令和３年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 市内における再生可能エネルギーの導入容量累積の経年変化 

出典：自治体再エネ情報カルテ  
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3.4.2. 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

八千代市の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは、電気が約 3,302千 GJ/年、

熱が約 5,870千 GJ/年で、全体で約 9,173千 GJ/年となっています。 

再生可能エネルギー種別の導入ポテンシャルとしては、地中熱が 53.0％で最も高

く、次いで太陽光発電（戸建住宅等）が 13.2％、太陽光発電（耕地・荒廃農地等）

が 11.8％と高くなっています。 

なお、最も導入ポテンシャルが高い地中熱については、利用できる温度が低く、

利用できる施設や用途が限られるとともに整備コストも高いことから、本市におい

ては太陽光を中心に再生可能エネルギー導入を推進することが適していると考えら

れます。 

  

 

 

 

 

 

 
図 再生可能エネルギー種別導入

ポテンシャル割合 
出典：自治体再エネ情報カルテ 

（令和５年４月 1 日現在） 

 

 

市内の電気のエネルギー消費量約 995千 MWh/年に対して再生可能エネルギー（電

気）導入ポテンシャルは約 917千 MWh/年となっており、エネルギー消費量が導入ポ

テンシャルを上回っています。このため、さらなる大幅な省エネを行うとともに、

再エネについてポテンシャルの最大限の導入が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 再生可能エネルギー導入ポテンシャルとエネルギー消費量の比較 
出典：自治体再エネ情報カルテ（令和５年４月 1 日現在） 
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3.5. 市民アンケート結果 

ここでは、令和５年(2023 年)３月に市民を対象として、気候変動・地球温暖化に関

する意識等を把握するために行ったアンケート結果について示します。 

表 アンケート実施概要 

調査対象 市内に住む 18歳以上の市民 

調査時期 令和５年３月６日～令和５年３月 22日 

発送数 1,000通 

回収数 
紙 253通 

330通 
web 77通 

回答率 33.0％ 

 

Ｑ あなたの気候変動・地球温暖化問題に対する考えについておたずねします。 

 

気候変動・地球温暖化に対して、回答者の 90％が危機感を抱いている一方で、

自身の行動を通じて改善できると考えている回答者が約 64％、また気候変動・

地球温暖化問題の対策に取り組むことが生活の質をより良くするものであると

認識している回答者が約 42％に留まっています。気候変動・地球温暖化を自分

ごととして捉えるとともに、気候変動・地球温暖化問題の対策に取り組むことで

メリットを感じられるように働きかけて行くことが必要です。 

 

●気候変動・地球温暖化問題の影響をどのく

らい心配していますか。 

 

 

 

 

 

●あなた自身が行動することにより、気候変

動・地球温暖化問題は改善できると思いま

すか。 
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ある 50.3%

あまり心配で
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無回答

2.1%

とてもそう思

う 7.9%

そう思う
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無回答
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●気候変動・地球温暖化問題の対策（省エネ対策

や再エネ導入など）は、どのようなものと考え

ていますか。 

 

 

 

 

 

 

Ｑ 家庭の省エネ対策や再エネ導入についておたずねします。 

 

省エネ行動について、緑化や移動など屋外での多少の手間がかかる取組の実

施率が低くなっており、省エネ行動に取り組む上での課題として情報不足や手

間がかかることなどが多く挙げられています。これらから、情報提供などを通じ

て市民の行動変容を促すことが今後ゼロカーボンシティを実現する上で重要で

あることがわかります。 

 

●あなたは日頃どういった省エネ活動に取り組んでいますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●あなたが省エネ活動にもっと取り組むうえで、どんな課題がありますか。 
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3.6. ゼロカーボンシティの実現に向けた課題 

ここでは、前頁までで示した現状を踏まえ、本市のゼロカーボンシティの実現に向け

た課題について整理しています。 

 

地理的条件について  

●現状 

面積 51.39ｋ㎡のコンパクトな市域であり、市

域の中南部は人口の多くが集中する市街地、北部

は農地や谷津、里山など緑多い農村地帯となって

います。市域は下総台地に位置し、市域内に高低

差が比較的少ない地形となっています。 

●課題 

市域内には緑が多い一方で宅地開発など

に伴って農地や里山が減少しています。市

域に高低差が少ないため小水力、風力の賦

存量が少なく、適正な再生可能エネルギー

の導入が必要です。 

⇒施策の方向性 

 農地や里山の保全・活用を通じて CO2吸収源の確保を図ります。 

 太陽光発電を中心とした再生可能エネルギー普及の推進を図ります。 

温室効果ガス排出について  

●現状 

本市の温室効果ガスは、基準年度である平成 25

年度（2013年度）以降、平成 29年度（2017年度）

にかけてピークを迎え、その後減少に転じていま

す。部門別にみると、廃棄物分野を除き、各部門

で近年温室効果ガス排出量が減少傾向にありま

す。 

●課題 

家庭部門、産業部門、業務その他部門、運

輸部門の排出量は近年横ばいから減少にあ

りますが、大幅な排出削減が必要です。廃棄

物分野は全体に占める割合が低いですが、

横ばい傾向であり対策が必要です。 

電気由来の CO2 の排出量は電気の排出係

数の増減に大きく影響を受けるため、排出

係数の低い電気の使用が必要です。 

⇒施策の方向性 

 各部門における大幅な削減に向けて、排出特性を踏まえた市民・事業者・市による協働で

の取組を推進することとし、既存の技術の積極的な導入を図るとともに、革新的技術の将

来的な実装を図ります。 

 廃棄物処理による温室効果ガスの削減は、市民・事業者の協働による４Ｒの推進に取り組

むとともに、将来的な処理システムにおける対策も重要です。 
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意識・行動について  

●現状 

市民アンケート結果から、気候変動・地球温暖

化への危機感を持っている人の割合が高い一方

で、市民一人ひとりが意識を高めることが重要で

あること、温暖化に取り組むことで得られるメリ

ットがあることなどについての認識が不十分で

す。 

●課題 

情報提供や環境教育・環境学習を通じて、

市民や事業者の意識を高め、行動変容につ

なげるための働きかけを行う必要がありま

す。 

⇒施策の方向性 

 市民・事業者の行動変容を促すため、市民団体や事業者と連携して地球温暖化の現状や対策

等についての情報提供を積極的に進めます。 

 買い物袋の有料化を通じて買い物袋の持参率が向上したように、市内における社会システム

の見直しを通じて市民や事業者の行動変容につなげます。 

再エネ導入について  

●現状 

市内における再生可能エネルギー導入状況

（FIT 制度による）をみると、全量が太陽光設備

であり、そのうち約６割が住宅用（10ｋW 未満）

であり、導入ポテンシャルとしては、地中熱、太

陽光で約９割を占めています。 

●課題 

ポテンシャルとして高い割合 53％をしめ

ている地中熱については導入に向けた課題

が多くあります。 

また、事業者へのヒアリングから、事業用

の太陽光発電設備の導入には設置スペース

（敷地の空き）、建物の強度不足、設置コス

トなどが課題となっています。 

⇒施策の方向性 

 本市の再生可能エネルギー導入においては、太陽光を中心に導入を推進することとし、住

宅用、事業用ともに、それぞれの特性を踏まえた普及の支援を行います。 

 太陽光発電設備等、再生可能エネルギーを導入する際には、導入による土地の安定性、濁

水、反射光など周辺環境への影響を十分に踏まえます。 
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地域特性・まちづくりについて  

●現状 

交通は主要道路（国道 16号、国道 296号等）、

鉄道２線（京成本線、東葉高速線）７駅が連絡し

ています。 

米本団地、村上団地、高津団地に代表される大

規模な住宅団地が立地しています。 

市内産業について、南部には八千代工業団地、

上高野工業団地、吉橋工業団地があり、エネルギ

ー多消費事業者が多数立地しています。また、北

部は野菜や畜産（乳牛）、果樹、米の栽培が盛んで

す。 

●課題 

地域内での移動はできるだけ環境負荷が

少ない手段の普及を図ることが必要です。 

戸建て住宅はもとより、集合住宅におけ

る省エネ対策や電気自動車の普及に向け

た、充電インフラの普及が必要です。 

製造業をはじめとした事業者との連携が

必要です。また、製造業や農業などから発生

するバイオマスについて、資源として有効

利用することが重要です。 

⇒施策の方向性 

 地域内移動における公共交通、自転車など環境負荷の少ない交通手段の普及を図ります。 

 戸建て住宅、集合住宅における各種ハード面の対策を推進します。 

 事業者との協働を通じて地域の温室効果ガス排出削減を推進します。 

 地域の未利用バイオマスについて、有効利用を推進します。 

市役所の取組について  

●現状 

市の事務事業から排出されている温室効果ガ

スは、増減を繰り返していますが、平成 30 年度

（2018年度）以降は減少傾向となっています。 

●課題 

CO2の大幅な排出削減に向けて、高い割合

を占めている電気の使用量の削減と廃棄物

の焼却への対策を進める必要があります。 

⇒施策の方向性 

 公共施設の新築・改築時の ZEB化、既存施設の設備更新における高効率設備への改修を推

進します。 

 電動車の公用車への導入等を通じて自動車利用に伴う温室効果ガスの排出削減を図りま

す。 

 PPAなどを活用し、公共施設への太陽光発電システムの導入を推進します。 

 職員への環境教育などを通じて意識を高め、脱炭素化に向けた行動変容につなげるととも

に、事務事業の DX化などを通じて事務事業の高効率化を推進します。 

 ４Ｒ(リデュース・リユース・リサイクル・リフューズ)等の取組を通じて資源循環を推進

します。 

 木材の利用の推進を通じて、CO2吸収源である森林を保全します。 
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4. ゼロカーボンシティの実現に向けて 

4.1. 将来ビジョン 

下図は、令和 32 年(2050 年)にゼロカーボンシティを実現した八千代市のイメージ

です。市民、事業者、市の様々な日常的な取組が脱炭素につながっています。 

 

 

 

 

 

 

  

※上記ビジョンはあくまでもイメージです。イラストの設置場所で事業を行うことを意味するものではありません。 

 

農地への炭素固定 
ソーラーシェアリング 

省エネ型ライフ

スタイルの普及 

環境学習等の
充実・参画 

 太陽光発電設備 

公共施設のＺＥＢ化、 
再生可能エネルギーの導入 

農業の脱炭素化 

谷津・里山の
保全・活用 

次世代自動車 

次世代自動車 

地産地消の推進 

ソーラーカーポート 

水素ステーション 

ＺＥＨ－Ｍ 

ＺＥＨ 

自転車利用 

ＥＶ充電スタンド 

グリーンスロー 

モビリティ 

緑地の適正管理 

 

未利用バイオマスの活用 

廃棄物処理施設 

でのＣＣＵＳ 
廃棄物発電による
電力の地域供給 

再エネや水素・メタネーション
ガスを活用した工場 

畜産残さの 
積極的な活用 

 

デコ活の推進 

南部 

北部 
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4.2. 基本的な考え方 

脱炭素ロードマップでは、八千代市第３次環境保全計画（改訂版）で掲げられてい

る環境の将来像（人・まち・自然が調和した快適な暮らし 未来につなげよう 持続

可能な都市 八千代）の実現を通じて脱炭素化を目指すとともに、化石エネルギーを

中心とした現在の産業構造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ転換する GX（グリ

ーントランスフォーメーション）の実現を図ります。 

このため、八千代市第３次環境保全計画で示されている、３つのキーワード「ひと」

「まち」「みらい」に基づいてゼロカーボンシティの実現に取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ひと 
一人ひとりの

取組 

 

まち 
地域が 

できること 

みらい 
新しい技術の
活用・創出 

実現に向けたキーワード 

 環境の将来像 

人・まち・自然が調和した快適な暮らし 

未来につなげよう 持続可能な都市 八千代 

 ゼロカーボンシティの実現に向けた理念 

ひと・まち・みらい 地域力で脱炭素を実現する 

ライフスタイル・社会システムの変革 

 市民の行動変容 
 意識啓発・環境教育 等 

革新的技術の早期実装 

 燃料電池車の普及 
 水素エネルギーの普及 等 

地域全体への既存技術の普及 

 省エネの推進 
 再エネの導入推進 等 
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4.3. ゼロカーボンシティ実現に向けた基本方針 

基本的な考え方で示した３つのキーワードに基づいて、本市におけるゼロカーボン

シティ実現に向けた方針を次に示します。 

 

ひと ～ライフスタイル・社会システムの変革～ 
効率の改善や革新技術の開発等を通じて、省エネ等の環境性能の高い技術や機器

等が普及されつつありますが、これらの利用方法は利用者の行動様式によって大き

く異なり、高い環境性能が最大限に発揮されているとは必ずしも言えません。 

このため、情報発信や環境教育・環境学習等を通じ

て市民一人ひとりの行動変容を促進する、社会システ

ム等の外部環境の変化を通じて間接的に促進するこ

とで、社会システムやライフスタイルの変革を促し、

ソフト面からゼロカーボンシティの実現を図ります。 

 

まち ～地域全体への既存技術の普及～ 
近年、エネルギー効率の改善や革新技術の開発等の技術イノベーションを通じ、

省エネや再エネの利活用技術等、環境性能の高い技術や機器などが開発・普及され

つつあります。 

令和 32 年(2050 年)におけるゼロカーボンシティを

実現するためには、できるだけ早い段階で温室効果ガ

スの大幅削減を図ることが重要です。地域全体で現状

導入が可能な技術・機器等の早急な普及や、自然環境

が有する多様な機能を活用するグリーンインフラの

取組等を推進し、ゼロカーボンシティの実現を図りま

す。 

 

みらい ～革新的技術の早期実装～ 
ゼロカーボンシティを実現するためには、再エネの主電源化や脱炭素エネルギー

への転換が必要であり、このためには蓄電池の技術革新や太陽光発電等の新たな発

電技術の開発、燃料電池車などの普及や水素エネルギーの利用拡大等、新たな技術

の開発が求められます。 

これらは今後の技術開発に依存するところが大き

く、本市単独での取組は困難ですが、事業者等と協働

することで革新的技術の早期実装を通じて、ゼロカー

ボンシティの実現を図ります。 
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5. ロードマップ 

5.1. 将来の八千代市の温室効果ガス排出量（BAU）の推計 

今後、追加対策を講じない場合に目標年である令和 12 年度（2030 年度）の温室効

果ガス排出量がどのようになるかについて推計することで、本市の特性に応じた適切

な削減目標を検討するための参考とします。 

将来の温室効果ガス排出量については、BAU(Business As Usual)排出量として、今

後の経済活動や人口の推移などから推計することができ、その際には追加的な対策に

よる削減量は見込みません。BAU 排出量を推計するための指標については製造品出荷

額や市内世帯数や廃棄物など、本市の特性をできるだけ踏まえることができる数値を

用いており、その結果、本市の令和 11 年（2029 年）頃までの人口増加などを反映し

た推計となっています。 

将来排出量を推計した結果を下図に示します。基準年度である平成 25 年度（2013

年度）の排出量 1,635 千 t-CO2と比較して、令和 12 年度（2030 年度）は約２％増加

した 1,675千 t-CO2、令和 32年度（2050年度）は約９％増加した 1,782千 t-CO2とな

り、いずれも増加すると予想されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 温室効果ガス排出傾向と推計値 

平成 25 年度から令和２年度における温室効果ガス排出量出典：自治体カルテ（環境省） 

  

1,635 1,529 1,620 1,648 1,648 1,592 1,522 1,379
1,675 1,782

0

500

1,000

1,500

2,000

平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度令和元年度 令和2年度 令和12年度令和32年度

(千t-CO₂)

(基準年度) (目標年度)

実績値 推計値

基準年度比
+2％

基準年度比
+9％
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5.2. 再生可能エネルギー導入目標 

本市において、前述の通り再生可能エネルギーの導入ポテンシャルとして期待でき

るエネルギーは主に太陽光と考えられます。このため、太陽光を再生可能エネルギー

導入の柱に据え、取組を行うこととします。 

また、本市の再生可能エネルギー（電気）導入ポテンシャルは区域の電力使用量の

約９割しか賄うことができないことから、再生可能エネルギーの最大限の活用が必要

となります。 

このため、目指すべき導入目標については国の令和 12 年(2030 年)における導入目

標※を鑑み、令和 12 年度(2030 年度）導入量を現状（令和３年度（2021 年度））比で

約 1.7倍にすることを目標とします。また、令和 32年度(2050年度）については現状

比で約 3.3倍とします。 

 

※国の目標値について 

国は第６次エネルギー基本計画において、太陽光の導入見込み量を令和元年(2019)年の 55.8GW

に対して令和 12年(2030年)の野心的水準として 103.5～117.6GWとしています。（約 1.9～2.1倍） 

なお、八千代市における令和元年度（2019年度）の導入量は 26.3MWとなっています。 

 

 

表 区域の再生可能エネルギーの導入容量の目標値 

 

 

 

 

 

 

 

括弧内の数字は再生可能エネルギー導入による CO2削減効果。 

なお、排出係数は 0.25㎏-CO2/kWhとしている。 

 

 

  

中小水力

バイオマス

風力

現状(2021年度)

32.2 MW

-

-

-

太陽光
(8千t-CO2)

- -

- -

- -

(17千t-CO2) (32.4千t-CO2)

55.2 MW 107.8 MW

発電方法 2030年度 2050年度
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単位：千t-CO2

産業部門 841 856 2% 978 675 -20% 303 1,077 7 -99% 1,070

業務その他部門 269 220 -18% 218 80 -70% 137 215 1 -100% 214

家庭部門 279 218 -22% 235 50 -82% 186 242 2 -99% 240

運輸部門 218 204 -6% 221 156 -29% 65 227 1 -99% 226

廃棄物分野 28 24 -12% 23 23 -17% 0 21 0 -100% 20

計(①) 1,635 1,522 -7% 1,675 984 -40% 691 1,782 11 -99% 1,771

森林等吸収量(②) 11 11 0% 11 11 - - 11 11 - -

実排出量(①-②) 1,624 1,511 -7% 1,664 973 -40% 691 1,771 0 -100% 1,771

目標
排出量

2013比
増減率

2013年
（基準）

2030年
（目標）

2050年
（目標）

部門
BAU排出量

からの削減量

BAU
排出量

2019年
（現在）

BAU排出量

からの削減量

目標
排出量

2013比
増減率

BAU
排出量

実績
排出量

実績
排出量

2013比
増減率

単位：千t-CO2

2013年度 2030年度（目標）

(基準) BAU 排出係数 対策削減見込 目標 2013年度比

排出量 低減効果 省エネ対策等 その他 計 排出量 増減率

国対策 追加対策 ⑤ 対策 ⑦ ⑧

① ② ③ ④ (③+④) ⑥ (⑤+⑥) (①-(②+⑦)) %

産業部門 841 978 83 50 164 214 － 214 681 -19

業務その他部門 269 218 89 47 0 47 － 47 82 -70

家庭部門 279 235 86 90 0 90 － 90 59 -79

運輸部門 218 221 7 43 15 58 － 58 156 -29

廃棄物分野 28 23 0 0.1 0.0 0.1 － 0.1 23 -17

再エネ導入 － － 17 17 -17 －

吸収源対策 － － 11 11 -11 －

計 1,635 1,675 265 230 179 410 28 437 973 -40

区分

※現在の排出量については、新型コロナウイルス感染
症による活動制限の影響が比較的少ないと考えら
れる令和元年度(2019年度)の値を示しています。 

下表では、上表に示した再エネ導入による排
出量削減効果（-17）を各部門の排出量に反映
（産業部門から-６、業務その他部門から-２、
家庭部門から-９）して示しています。 

※端数処理のため合計値が
合わないことがあります。 

5.3. 二酸化炭素削減の目安 

本市における令和 12 年度(2030 年度)及び令和 32 年(2050 年)における CO2削減の

目安は次に示す通りです。令和 12 年度(2030 年度)においては、省エネの徹底及び再

生可能エネルギーの導入を通じた CO2排出量削減、森林等吸収によって、実排出量を

BAU 排出量から 691 千 t-CO2削減し、平成 25 年度(2013 年度)比 40％削減を目指しま

す。さらに、令和 32年(2050年)においては、実排出量を BAU排出量から 1,771千 t-

CO2削減し、平成 25年度(2013 年度)比 100％削減することでゼロカーボンを実現しま

す。 

 

■令和 12年度（2030年度）、令和 32（2050）年度における目標排出量 
（再エネ導入効果を各部門に配分） 

※下表は、八千代市第３次環境保全計画（改訂版）p76 の表（令和 12年度（2030年度）におけ
る削減量の見込み）を引用 
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5.4. 脱炭素シナリオ 

本市は、国・県と一体となって温室効果ガス排出量の削減を目指すこととし、主体

ごとの活動量の見通しを検討しながら目標を設定しています。 

現状のまま追加的な対策を行わなかった場合、排出量は基準年度を上回る量の排出

が見込まれていますが（BAU排出量）、今後、徹底的な省エネの推進、再生可能エネル

ギーの最大限の導入を行うことで、ゼロカーボンシティの実現を目指します。 

その際、前述のゼロカーボンシティ実現に向けた基本方針に基づいて各種施策の展

開を図り、各主体における取組を推進することとします。具体的には、令和 12 年度

(2030 年度)に向けた削減対策については基本方針の「ひと」「まち」に基づいて取り

組むことで平成 25 年度(2013 年度)比 40％削減を目指し、令和 32 年度(2050 年)に向

けてはこれらに加えて「みらい」に基づいた取組を推進することでゼロカーボンシテ

ィの実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2013

(基準)

2019

(現在)

2030
(BAU)

2030

(目標)

2050
(BAU)

2050

(目標)

排
出
量

森林等吸収量分

実排出量

森林等吸収量

ひ と ひ と 

ま ち 

BAU から 
691 千 t-CO

2
 

削減 

BAU から 
1,771 千 t-CO

2
 

削減 

ま ち 

みらい 

2013 年度比 
40％削減 2013 年度比 

100％削減 
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5.5. ゼロカーボンシティ実現に向けた取組(ロードマップ)  

ゼロカーボンシティの実現に向けたロードマップを次頁に示します。実現にあたっ

ては、「4.3.ゼロカーボンシティ実現に向けた基本方針」で示した「ひと」「まち」「み

らい」の３つの基本方針で取り組むこととします。令和 12 年度(2030 年度)までは現

状における技術や行動変容による取組で平成 25 年度(2013 年度)比 40％削減を目指

し、令和 12 年度(2030 年度)以降については技術革新などを踏まえた対策を通じて取

組を加速化し、令和 32年 (2050年)にカーボンニュートラルを目指します。 

なお、気候変動対策は私たちの生存に直結する問題であるという現実を踏まえ、ロ

ードマップの目標年度に囚われず、実施可能な取組については早期実現を図っていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ひと 

ライフスタイル・ 

社会システムの変革 

まち 

地域全体への 
既存技術の普及 

みらい 

革新的技術の早期実装 

2030年までに 
左記の主な取組 
などにより 

691千 t-CO2 

削減 
を目指します 

2030年以降 
さらなる取組で 
より一層の 

削減 
を目指します 

 省エネルギー性能の高い設備機器の

導入推進 

 再生可能エネルギーの普及推進 

 次世代自動車の普及推進 

 環境にやさしいまち・交通への転換 

 谷津・里山の保全・活用、森林等吸収

源の適正管理の推進 

 水素エネルギーの導入 

 カーボンリサイクルの導入 

※上図に示した取組と削減量は主なものであるためこれらを合計しても全体削減量とは一致しません。 

 脱炭素型ライフスタイルの普及推進 

348千 t-CO2削減 

意識啓発の強化による 

相乗効果 

 

17 千 t-CO2削減 

36 千 t-CO2削減 

20 千 t-CO2削減 

11 千 t-CO2削減 

 

等 

 

４千 t-CO2削減 
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ひと 
ライフスタイル・ 

社会システムの変革 

まち 
地域全体への 

既存技術の普及 

みらい 
革新的技術の 

早期実装   

2013 2050 2030 2019 2024 

脱炭素型ライフスタイルの普及推進 

市民（団体）・事業者・市の連携 

省エネルギー性能の高い 
設備機器の導入推進 

ZEB・ZEH の普及推進 

再生可能エネルギーの 
普及推進 

次世代自動車の普及推進 

環境にやさしいまち・交通への転換 

農業の脱炭素化の推進 

谷津・里山の保全・活用 

水素エネルギーの導入 

カーボンリサイクルの導入 

森林等吸収源の適正管理の推進 

カーボン・オフセット事業の実施 

情報収集・発信の実施、環境教育・学習の実施、既存社会システムの見直しの検討・実施 

市民（団体）事業者との情報交換、連携の実施 

鉄道・バスの利便性向上、歩行者や自転車が利用しやすい道路の整備、バリアフリーに配慮した道路改良 等 

脱炭素型の農業支援、バイオマス活用検討 

谷津・里山の担い手の育成、保全・活用 

導入検討・導入 

導入検討・導入 

情報収集、調査研究 

情報収集、調査研究 

 市による率先導入 
 

 
 

 
 

 
 

市による率先導入 
情報発信・導入支援 

市による率先導入 

市による率先導入 

農地への炭素貯留の検討・実施 

森林等吸収源の保全・継続的な維持管理 

情報収集、調査研究 導入検討・導入 

①現状・BAU 排出量 1,635 1,782 1,675 1,522 

②森林吸収量 11 11 11 11 

③実排出量(①－②) 1,624 1,771 1,664 1,511 

④目標排出量 0 973 

⑤必要削減量(③-④) 1,771 691 
2013年度比 40％減 

現状における技術や行動変容による取組 
技術革新などを踏まえ

た対策による取組加速 

 カーボンニュートラル 

情報発信・導入支援 

情報発信・導入支援 

情報発信・導入支援 



 

36 

5.6. 各項目における取組 

5.6.1. ひと ～ライフスタイル・社会システムの変革～ 

「ひと」では、以下に示す主な取組等を通じて令和 32年(2050年)におけるゼロカ

ーボンシティの実現を図ります。 

 

■主な取組項目 

 

 

  

項目 概要 

脱炭素型ライフスタイルの 

普及推進 

脱炭素型のライフスタイルの普及を図るため、市民・事業

者の行動変容を促すとともに、既存社会システムの見直し

について検討 

市民（団体）・事業者・市の 

連携 

市民（団体）・事業者の連携や市との連携を通じて、幅広く

温室効果ガス排出削減に向けた活動を推進 
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■主な取組の概要 

① 脱炭素型ライフスタイルの普及推進 

効率の改善や革新技術の開発等の技術イノベーションを通じて、省エネ等の環境性

能の高い技術や機器が社会に普及、実装されつつあります。しかしながら、技術や機

器の利用方法は利用者の行動様式によって大きく異なっており、非効率的に使われる

等、高い環境性能が最大限に発揮されているとは必ずしも言えません。ゼロカーボン

シティを実現するためには、技術や機器の利用の段階でのハード面の対策だけでなく、

ソフト面（行動）のライフスタイルにまで踏み込んだアプローチが重要です。 

このため、市民・事業者の行動変容を促し、脱炭素型のライフスタイルへの普及を

図ります。また、脱炭素化に向けて、より行動変容につながる社会システムの見直し

について検討を行います。 

推進方策 

 「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動（デコ活）の推進 

 脱炭素に向けた様々な媒体や手法による情報発信 

 環境学習・教育事業の充実と参加促進 

 環境配慮促進に向けたグリーンライフポイント等の検討 等 

 

② 市民（団体）・事業者・市の連携 

ゼロカーボンシティの達成は一部の主体の取組だけでは困難であり、全ての主体が

協働し、八千代市一丸となって取組を進めることが重要です。このため、市民（団体）・

事業者が相互に連携しながら、また市と連携しながら幅広く温室効果ガス排出削減に

向けた活動を推進します。 

本市の事業者の中には、令和 32 年(2050 年)よりも前倒しの令和 12 年(2030 年)に

ゼロカーボン達成を目標に掲げる事業者や、温室効果ガス排出削減に貢献する技術を

持った事業者など、多岐に渡っています。これらの事業者が持つノウハウや技術につ

いて、連携を通じて共有・活用することで脱炭素化を実現します。 

推進方策 

 市民（団体）が行う環境保全活動の支援 

 ＣＯ２ＣＯ２スマート宣言事業所登録制度の普及 

 環境にやさしい事業活動の普及促進 等 
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行動変容に向けた５つのステージ 

行動変容（behavior modification）とは、健康の保持増進、病気回復等のために、行

動・ライフスタイルを望ましいものに修正、習慣化することです。行動変容の理論とし

て幅広く活用されている Prochaskaの行動変容ステージモデルでは行動変容は下に示す

５つのステージを通るとされています。 

ここから、人は知識として知り、自分ごとにしてから行動に移すことがわかります。

脱炭素型ライフスタイルの普及に向けて、学校や地域における環境教育・学習などの取

組や情報発信が重要であることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

図 行動変容に向けた５つのステージのイメージ 

 

 

グリーンライフポイントについて 

グリーンライフポイントは国の気候変動対策事業のひとつで、脱炭素型のライフスタ

イルへの転換を進めるため、環境に配慮した製品やサービスを選んだ人にポイントを発

行する仕組みです。 

カーボンニュートラルを達成するためには、日本の温室効果ガス排出量の約６割を占

めるといわれる衣食住を中心とした国民のライフスタイル転換が必要です。このため、

グリーンライフポイントのインセンティブによって、ライフスタイル転換が加速するこ

とが期待されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 対象となる 

グリーンライフの 

イメージ（環境省）  

【
事
例
】

食
ロ
ス
削
減
の

行
動
変
容
の
段
階

世界の問題を知
り、「自分も何
とかしなけれ
ば」と思う。

自分にも削減で
きる食品ロスが
意外に多いこと
を知る。

買い物、収納、
保存などの具体
的知識を学び、
様々な工夫を知
る。

ごみと家計の無
駄が減り、暮ら
しがスムーズに
なったことを実
感する。

無関心期 関心期 準備期 実行期 維持期
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「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動（デコ活）の推進 

脱炭素につながる働き方や暮らしなど、新しい生活スタイルを「デコ活※」と称して、

国は自治体や企業と連携して推進しています。 

2030年度までに、温室効果ガスの 2013年度比で 46％削減の目標達成に向け、自宅で

のテレワークや、製造過程で二酸化炭素の排出量を抑えた製品の普及など、脱炭素につ

ながる新しい生活スタイルを推奨しています。 

環境省のデコ活ホームページでは、取り組みやすさとその効果

によって、取組を金・銀・銅に分けています。下に取組の一例を

示していますが、その他にも様々な取組がありますので、デコ活

のホームページを参考にできることに取り組みましょう。 

 

 

～デコ活の取組内容と効果の例～ 
 
省エネ性能の高い住環境 

●エネルギー自給自足の家（ZEH） 
【断熱性能・省エネ】 

・光熱費がお得 

・寒暖差が少なく快適で健康にも貢献 

【太陽光発電（創エネ）】 

・災害時にも電気が使える 

【蓄電池（蓄エネ）】 

・作った電気を無駄なく使う 

・補助金や優遇税制の活用でお得に購入可能 

⇒合計で光熱費が約 15万円/年お得 

●省エネ住宅への引越し・断熱リフォーム 
・光熱費がお得で寒暖差が少なく快適で健康にも貢献 

・賃貸でも住宅性能を WEB で確認し省エネ住宅を選択 

⇒光熱費が約９万４千円/年お得 

 

 

自動車の利用 

●次世代自動車(FCV、EV、PHEV、HV)  

・力強い加速と快適な乗り心地で経済的 

・補助金や優遇税制の活用によりお得に購入可(FCV、EV、PHEV) 

⇒約７万５千円/年維持費がお得 

・災害時の電源としても活用可能(FCV、EV、PHEV) 

・自宅で充電でき、給油の手間が大幅に軽減(EV、PHEV) 

⇒ガソリンスタンドへの訪問が 20回/年程度削減でき、約２時間/年有効活用 

●エコドライブ 
・速度や車間距離を自動で保つアシスト技術を活用することで、ラクして快適・安全に

エコドライブ 

⇒ガソリン代が約９千円/年お得 

  

※「デコ活」という言葉の由来 

CO2 を減らす (DE)脱炭素

(Decarbonization)と、環境に

良いエコ(Eco)を含む"デコ"

と活動・生活を意味する"活"

を組み合わせた造語。 

デコ活ホームページの 
ＱＲコード 

（環境省ホームページ） 

出典：デコ活ホームページ（環境省） 

【凡例】 

機会がある方は 

10 年後までに新築・持ち

家の購入機会、次世代車の

購入意向がある世帯 

 

機会がある方は 

10 年後までに引越し・リ

フォームの機会、自動車の

購入意向がある世帯 

 

みんなで：全ての世帯 
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5.6.2. まち ～地域全体への既存技術の普及～ 

「まち」では、以下に示す主な取組等を通じて令和 32年(2050年)におけるゼロカ

ーボンシティの実現を図ります。 

 

■主な取組項目 

項目 概要 

省エネルギー性能の高い

設備機器の導入推進 

省エネ性能の高い設備について、公共施設における率先導入、

市民・事業者への情報発信や支援を通じた普及を推進 

ZEB・ZEHの普及推進 ZEB・ZEH について、公共施設における率先導入、市民・事業

者への情報発信や支援を通じた普及を推進 

再生可能エネルギーの 

普及推進 

再生可能エネルギーについて、公共施設における率先導入を

行うとともに、市民・事業者への情報発信や支援を通じた普及

を推進 

次世代自動車の普及推進 次世代自動車について、公共施設における率先導入を行うと

ともに、市民・事業者への情報発信や支援を通じた普及を推進 

環境にやさしいまち・交通

への転換 

公共交通機関及び交通結節点の利便性向上や、歩行者や自転

車が利用しやすい道路の整備を推進 

農業の脱炭素化の推進 脱炭素型農業の普及や未利用バイオマスの活用検討、農地へ

の炭素貯留を推進 

谷津・里山の保全・活用 担い手の育成等を通じた谷津・里山の保全・活用の推進 

森林等吸収源の適正管理

の推進 

森林等吸収源となる緑地の適正管理を推進 

カーボン・オフセット事業

の実施 

J-クレジット制度などを活用したカーボン・オフセット事業

の実施 
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■主な取組の概要 

① 省エネルギー性能の高い設備機器の導入推進 

本市の CO2排出量の８割以上を産業部門、業務その他部門、家庭部門が占めており、

これらの省エネを進めていく上で省エネルギー設備・機器の導入を促進することが必

要です。環境省では、2050 年カーボンニュートラルに向け、設備・機器等のエネルギ

ー消費効率向上等を後押しするため、環境省 LD-Tech制度を設けています。 

これらの設備機器について、公共施設における率先導入や市民・事業者への情報発

信や支援による普及を図り、効果的に省エネルギー化を進めます。 

※環境省 LD-Tech（Leading Decarbonization Technology） 

2050 年カーボンニュートラルに向け、エネルギー起源 CO2の排出削減に最大の効果をもたら

す、先導的な技術。 

推進方策 

 公共施設における設備交換時における高効率機器の率先導入 

 工場、住宅・民間建築物における高効率機器の普及推進 等 

表 環境省 LD-Tech の例 

出典：2022 年度 LD－tech 製品一覧より作成（環境省） 

技術体系 設備・機器等

ガスヒートポンプ
パッケージエアコン（設備用、ビル用マルチ）
氷蓄熱式パッケージエアコン

熱源・空調機（ヒートポンプ・中央
方式）

フロン類等冷媒ターボ冷凍機、水冷ヒートポンプチラー等

熱源・空調機（気化式・中央方式） 間接気化式冷却器
熱源・空調機（吸収式・中央方式） 吸収冷温水機

高温水ヒートポンプ（空気熱源･循環式、水熱源･循環式等）
熱風ヒートポンプ（空気熱源･一過式、水熱源･一過/循環式）

空調機（ペレットストーブ） 密閉式ペレットストーブ
その他 空調用ハイブリッドフィルタ
電気系給湯器 ヒートポンプ給湯機（空気熱源）
燃焼式給湯器 潜熱回収型給湯器

ボイラ
温水機、蒸気ボイラ（貫流ボイラ、炉筒煙管ボイラ、水管ボ
イラ、貫流ボイラ）

コージェネレーション
ガスエンジンコージェネレーション、ガスタービンコージェ
ネレーション、燃料電池コージェネレーション
空気冷媒方式冷凍機

冷凍冷蔵倉庫用自然冷媒冷凍機（アンモニア/CO2二次冷媒シス

テム）
自然冷媒冷凍冷蔵コンデンシングユニット

モータ 永久磁石同期モータ
蒸気駆動圧縮機
熱回収式ねじ容積形圧縮機

その他 蒸気リサイクル型濃縮乾燥装置
エネルギーマネジメントシステム BEMS（制御サービス・空調・熱源・中央方式）
その他 二流体加湿器
コージェネレーション 家庭用燃料電池（エネファーム・SOFC）
窓 Low-E複層ガラス・樹脂サッシ等
その他 金属製玄関ドア
電気系給湯器 太陽熱集熱器対応型エコキュート
燃焼式給湯器 ハイブリッド給湯機（家庭用）
太陽熱給湯機 真空管形集熱器（強制循環型太陽熱給湯器用）（家庭用）
太陽熱給湯機 蓄熱槽（強制循環型太陽熱給湯器用）（家庭用）

産業・業務
（業種共通）

産業・業務
（業種共通）

家庭

冷凍冷蔵機器

空調機（ヒートポンプ・個別方式）

熱源（ヒートポンプ）

モータ利用機器（圧縮機）
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事業者の省エネの例について 

省エネすれば浮いたコストは売上いらずの利益につながります。また、1 度省エネす

ればその効果（利益）が何年も続きます。ここでは、省エネの取組とその効果の事例に

ついていくつかご紹介します。 

 

温めた（冷やした）空気の換気を減らすと省エネになります 

（例）CO2濃度、湿度、臭気等に問題がない範囲で換気回数や換気量を減らすことで、 

  省エネになります。 

対象設備：空調機 室内の CO2濃度目標値※ 700ppm→950ppm 程度 

省エネ効果：電力量 11,254kWh/年の削減  

※ビル管理法による CO2濃度目標基準値：1,000ppm 以下 

 

 

 

蒸気配管を保温すると省エネになります 

対象設備：小型貫流ボイラ２t/h 

省エネ効果：A重油 153kl/年の削減 

 

 

 

最新の高効率空調機に更新すると省エネになります 

（例）最新の高効率空調機は、15年前のものに比べて消費電力が２/３程度に減って 

  います。（業務用 10kWクラスの例。） 

対象設備：空調機 16台  COP※ 2.7→3.8 
※機器効率：数字が大きいほど効率が高い 

省エネ効果：電力量 85,715kWh/年の削減 

 

 
 

老朽化した変圧器を高効率タイプに更新すると省エネになります 

（例）昔(1999年以前）の変圧器に比べ、損失が 50％以下になっています。 

対象設備：三相変圧器 200kVA×1台、600kVA×1台 

単相変圧器 75kVA×1台 

省エネ効果：電力量 17,035kWh/年の削減 

 

 
出典：儲けにつながる省エネ術 

（経済産業省資源エネルギー庁、一般社団法人省エネルギーセンター） 

 

この他にも、一般社団法人省エネルギーセンターでは

様々な省エネに関する情報を発信している他、省エネ診断

などについての紹介も行っています。 

これらの情報を参考に是非、自社の省エネに取り組んで

ください。  

180千円/年 
■食料品製造業   ■従業員数 約 50 名 

■化学薬品製造業    ■従業員数 約 40 名 

9,333千円/年 

投資額 3,730千円 

（回収 0.4年） 

■病院              ■延床面積 約 6,500 ㎡ 

1,371千円/年 

■食品製造業         ■従業員数 約 100 名 

273千円/年 

一般社団法人省エネルギー 
センターホームページＱＲコード 
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② ZEB・ZEHの普及推進 

本市の家庭部門、業務その他部門による CO2排出量は全体の約３割を占めており、

これらの大幅な削減が必要です。このため、建物の高断熱化、高効率設備による省エ

ネルギー化で建物のエネルギー消費量を減らすとともに、太陽光発電によってエネル

ギーを創ることにより、年間のエネルギー消費量を実質ゼロにする ZEB・ZEH の普及

が重要となります。さらに、ZEB・ZEH化することで健康で快適な室内環境を保ちなが

ら、光熱費の削減や遮音・防音性能の向上も期待できるとともに、災害時においては

太陽光発電や蓄電池を活用すれば電気が使うことができ、非常時でも安心な生活を送

ることができます。 

現在設計している八千代市役所新庁舎は ZEB Readyを予定しており、今後他の公共

施設の新設・改修時においても率先して ZEB化を進めるとともに、市民や事業者への

情報発信や支援により、市内における新築の ZEB・ZEH化 100％を目指します。 

推進方策 

 公共施設の ZEB化の率先実施 

 戸建て住宅・集合住宅・ビル等の ZEB・ZEH化の普及推進 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  

ZEB Ready となる八千代市新庁舎 

出典：八千代市新庁舎建設基本設計書（八千代市） 

図 ZEH のイメージ 

出典：環境省ホームページ 

図 ZEB・ZEH の考え方 

出典：ご注文は省エネ住宅ですか？（国土交通省） 
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③ 再生可能エネルギーの普及推進 

本市において再生可能エネルギーの導入ポテンシャルとして期待できる太陽光を

中心として導入を推進し、エネルギーの地産地消とともに、蓄電池との併用による地

域におけるレジリエンスの強化を図ります。近年、太陽光発電の導入が進んでおりま

すが、さらに、営農型太陽光発電設備（ソーラーシェアリング）やカーポート一体型

の太陽光発電設備（ソーラーカーポート）、次世代太陽光電池であるペロブスカイト

の活用など多様な手法による普及を図ります。また、再生可能エネルギー設備の導入

が困難な場合においては、再生可能エネルギー由来電力への切り替えを促します。 

なお、再生可能エネルギー導入にあたっては、設置による周辺環境への影響に十分

留意することが必要です。 

推進方策 

 公共施設、公共空き地への太陽光発電の率先導入 

 住宅・民間建築物、空き地等への太陽光発電の導入促進 

 農地への営農型太陽光発電の導入促進 

 再生可能エネルギー由来電力の普及促進 等 

 

 

 

 

 

 

  
ソーラーカーポート 

出典：ソーラーカーポートの導入について（環境省） ソーラーシェアリング 

出典：農林水産省ホームページ 

ペロブスカイト太陽電池とは 

ペロブスカイト太陽電池の特徴としては、以下

が挙げられます。 

●少ない製造工程で製造が可能（製造コスト↓） 

●プラスチック等の軽量基板の利用が容易であ

り軽量性や柔軟性を確保しやすい。 

●主要な材料であるヨウ素の生産量は、日本が

世界シェア 30%（世界２位）を占めている。 

これによって、従来太陽光発電の設置が困難だっ

た場所（耐荷重の小さい工場の屋根、ビル壁面等）

への設置が可能になります。 
ペロブスカイト太陽電池の製造の様子 

出典：再生可能エネルギーに関する次世代技術について 

（資源エネルギー庁） 

次世代技術について 
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具体的な再生可能エネルギーの導入例 

本ビジョンでは、再生可能エネルギーの導入について太陽光発電を柱として推進する

こととしています。ここでは、本市の特性をいかした太陽光発電をはじめ、その他にも

導入が期待できる再生可能エネルギーについての例を示しています。 

■ソーラーシェアリング 
ソーラーシェアリング（営農型太陽光発電）は、一時転用許可を受け、農地に簡易な

構造でかつ容易に撤去できる支柱を立てて、上部空間に太陽光発電設備を設置し、営農

を継続しながら発電を行う取組です。 

作物の販売収入に加え、発電電力の自家利用等による農業

経営の更なる改善が期待できます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

■バイオガス発電 
畜産ふん尿や食品廃棄物、

家庭生ごみなどのバイオマ

スを原料としてメタン発酵

処理を行い、得られたガス

で発電を行うとともに、ガ

ス化する際に発生した副産

物を堆肥や液肥として農地

に還元するものです。これ

によって、バイオマスを軸

に、循環型社会の形成や農

業をはじめとする地域産業

の振興を図ることが期待で

きます。バイオマス利用の

重要なポイントとしては、

収集・運搬、製造・利用まで

の経済性の確保が必要です。 

■廃棄物発電 
廃棄物発電とは、家庭などから排出された可燃ごみを燃焼した時に発生する熱を利用

して発電する技術です。メリットは、発電と廃棄物処理を同時に行うことで焼却時に捨

てられてしまうエネルギーを有効利用できることであり、地域産の再エネとして活用が

期待できます。  

露地の畑の上部にパネル設置 パネル下でのトラクターによる耕運 下部農地での栽培作物 
（件数ベース） 

出典：営農型太陽光発電について（農林水産省） 

バイオマスを地域内で循環利用する取組のイメージ 
出典：株式会社ビオクラシックス半田ホームページより 
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④ 次世代自動車の普及推進 

本市の運輸部門の温室効果ガス排出量について、全国と比較すると全体に占める割

合は低いですが、千葉県全体と比較すると若干多くなっています。このため、従来の

ガソリン車などの化石燃料を使用した自動車などから電気自動車(EV)、プラグインハ

イブリッド車(PHEV)、燃料電池自動車(FCV)などの次世代自動車への代替を促し、ゼ

ロカーボン・ドライブの実現を通じて運輸部門からの温室効果ガスの大幅削減を図り

ます。 

また、EV の普及には充電設備の普及拡大が重要であることから、EV 充電設備の普

及を促進します。また、本市には大規模な集合住宅が多数立地していることからこれ

らの住民の利便性向上も重要なポイントになります。さらに、自家用車を保有しない

ことも自動車使用頻度の低減につながることから、EV カーシェアリングの普及を図

ります。 

推進方策 

 公用車の次世代自動車への代替の率先実施 

 家庭用・事業用車両の次世代自動車への代替促進 

 市内における充電設備の普及促進 

 EVカーシェアリングの推進 等 

 

 

 

 

 

 

  

バッテリー（蓄電

池）に蓄えた電気で

モーターを回転さ

せて走る自動車。 

図 ゼロカーボン・ドライブについて 

出典：環境省ホームページ 

 

搭載したバッテリ

ー（蓄電池）に外部か

ら給電できるハイブ

リッド車。バッテリー

（蓄電池）に蓄えた電

気でモーターを回転

させるか、ガソリンで

エンジンを動かして

走る。 

充填した水素と

空気中の酸素を反

応させて、燃料電池

で発電し、その電気

でモーターを回転

させて走る自動車。 

ゼロカーボン・ドライブとは 

太陽光や風力などの再生可能エネルギーを使って

発電した電力（再エネ電力）と EV、PHEV、FCVを活用

した、走行時の CO2 排出量がゼロのドライブのことで

す。 

（下写真地図情報アプリで車両の空き情

報の把握できる） 

図 EVカーシェアリング 

出典：eemoホームページ 
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⑤ 環境にやさしいまち・交通への転換 

人口減少・少子高齢化が進む中、地域の活力を維持し、生活に必要なサービスを確

保するため、人々の居住や必要な都市機能をまちなかなどのいくつかの拠点に誘導し、

それぞれの拠点を地域公共交通ネットワークで結ぶコンパクト・プラス・ネットワー

クの考え方に基づいて、コンパクトで持続可能なまちづくりを進めます。 

これによって、公共交通機関及び交通結節点の利便性向上による持続可能な交通ネ

ットワークの形成や、歩行者や自転車が利用しやすい道路の整備を推進します。 

推進方策 

 公共交通機関及び交通結節点の利便性向上 

 歩行者や自転車が利用しやすい道路の整備 

 バリアフリーを考慮した道路改良、交通安全施設の整備 等 

 

 

⑥ 農業の脱炭素化の推進 

本市では、北部の農村地帯を中心として、ニンジンやネギなどの野菜や生乳、ナシ

などの果実、コメなどの生産が行われています。農業では、施設園芸の加温や農業機

械の動力を化石燃料に依存しているため、これらの再生可能エネルギーへの代替や

AI・ICTなどを活用したスマート農業の実現による CO2の削減を図ります。 

また、市内では、農業に伴って発生する農業残さ、畜産ふん尿などのバイオマスに

ついて、エネルギーをはじめとした資源循環利用について検討します。 

さらに、農地に施用された堆肥や緑肥等の有機物は、多くが微生物により分解され

大気中に放出されるものの、一部が分解されにくい土壌有機炭素となり長期間土壌中

に貯留される特性を踏まえ、農地への炭素貯留についても検討します。 

推進方策 

 農業における再生可能エネルギー

の活用推進 

 AI・ICTなどを活用したスマート農

業の推進 

 農業副産物など未利用バイオマス

の活用検討 

 農地への炭素貯留の検討 等 

 

  

出典：八千代市第２次農業振興計画（八千代市） 
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⑦ 谷津・里山の保全・活用 

本市北部地域を中心に残されている谷津・里山は、地域の自然環境の象徴であり、

CO2 吸収源としての機能だけでなく、水源かん養や生物多様性保全など私たちの暮ら

しにおいて重要な役割を担っています。一方で、近年、里山管理を行っている市民団

体の高齢化などに伴い、維持管理の担い手が不足している状況です。このため、担い

手の育成などを通じて、谷津・里山の保全・活用を推進します。 

推進方策 

 里山楽校等の取組を通じた里山保全・活用の担い手の育成 

 谷津・里山の維持管理の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 森林等吸収源の適正管理の推進 

市内には樹林地のほか、農地や都市公園、街路樹など、CO2の吸収源となる緑地が多

く存在しており、これらは市民や事業者、市の適正な管理を通じて維持されています。

これらの緑地を今後も適正に管理することで市内における吸収量の確保を図ります。 

推進方策 

 森林の保全・適正管理の推進 

 都市公園、街路樹等の適正管理の推進 等 

  

 

 

  

(上)むつみの森 (右)島田谷津 

出典：八千代市 
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⑨ カーボン・オフセット事業の実施 

本市は、ゼロカーボンの実現に向けて既存技術や将来的な革新的技術を総動員して

温室効果ガスの排出削減対策に取り組んでいきます。しかしながら、将来的にも廃棄

物の焼却に伴う温室効果ガスの排出や電気へのエネルギー転換が困難な設備が一定

数存在すると考えられるため、これらの排出量をオフセット（相殺）する取組が必要

です。このため、本市の森林等吸収源を活用してオフセットを行いますが、それでも

オフセットしきれなかったものについては、国内の排出削減活動や森林整備によって

生じた排出削減・吸収量を認証する制度（オフセット・クレジット（J-クレジット）

制度）等を用いてオフセットすることを検討します。 

推進方策 

 カーボン・オフセット事業の活用による CO2排出量の相殺 等 

  

 

 

 

 

  

図 J-クレジット制度の概要 

出典：環境省 
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5.6.3. みらい ～革新的技術の早期実装～ 

国は、2050年カーボンニュートラルを実現するためには、以下①～③を充分に意識

して検討する必要があるとしています。 

①既存の技術を最大限に活用・普及を推進し、新たな技術の社会実装に重点的、計

画的に取り組む。 

②省エネ、電化、電源の脱炭素化、水素化に加えても、化石燃料を使わない姿は現

実的ではなく、CO2を回収・貯留するネガティブエミッション技術も重要である。 

③脱炭素化が難しい産業部門における技術・対策については、長期的な不確実性が

あるため、複数のオプションで取り組んでいく必要がある。 

「みらい」では、上記の考え方を踏まえ、以下に示す主な取組等を通じて令和 32

年（2050年）におけるゼロカーボンシティの実現を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた CO2排出削減のイメージ 

出典：経済産業省ホームページ 

 

 

■主な取組項目 

項目 概要 

水素エネルギーの導入 2030 年頃を目途に商用化が想定されている次世代エネル

ギーである水素エネルギーの普及を推進 

カーボンリサイクルの導入 工業プロセスや廃棄物処理に伴って発生する CO2 について

回収・リサイクルを推進 
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■主な取組の概要 

① 水素エネルギーの導入 

水素は、多種多様なエネルギー源から製造が可能であり利用段階で CO2を排出しな

い究極のクリーンエネルギーとしてエネルギーの安定的な確保や環境負荷の低減な

どに大きく貢献することが期待されているエネルギーです。そして、石油コンビナー

トや製鉄所などで工業用にも大量に使用されており、近年は燃料電池自動車や家庭用

燃料電池（エネファーム）など、様々な用途での普及が期待されています。 

国は、2030 年頃の水素発電の商用化に向けた技術の確立や将来的な再生可能エネ

ルギー由来の CO2フリー水素の開発に取り組んでいます。本市においては、国や県、

民間事業者と連携して将来的な水素エネルギーの導入を推進していきます。 

出典：水素社会がやってくる！（九都県市首脳会議） 

 

 

●水素自動車 

水素と酸素を化学反応させ発生した電気でモーターを回して走る車です。 

ガソリン車と比べ、騒音や振動が少ない上、CO2を排出せず、水だけを排出します。 

出典：水素社会がやってくる！（九都県市首脳会議） 
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② カーボンリサイクルの導入 

カーボンリサイクルとは、CO2を資源として捉え、これを分離・回収し、鉱物化によ

るコンクリート等、人工光合成等による化学品、メタネーション等による燃料など、

再利用し、大気中への CO2排出を抑制する技術です。カーボンリサイクルは、省エネ

ルギー、再生可能エネルギー、CCS※などとともに、脱炭素社会を実現する上で鍵とな

る取組の一つです。 

国は「カーボンリサイクル技術ロードマップ」（経済産業省）において、2030 年に

CO2を利用しやすい環境を確立（分離・回収・利用の低コスト化）し、低コストで既存

製品の代替が可能で高付加価値なものへの導入を図り、2040 年以降に需要が多い汎

用品に拡大していくとしています。 

本市においても、清掃センターをはじめ CO2を多く排出する施設が立地しているこ

とから、これらの技術動向や施設の運用状況を踏まえて導入を検討します。 

※CCS（「Carbon dioxide Capture and Storage」の略） 

「二酸化炭素回収・貯留」技術と呼ばれている。発電所や化学工場などから排出された CO2
をほかの気体から分離して集め、地中深くに貯留・圧入するというもの。 

 

 

図 廃棄物処理におけるカーボンリサイクルのイメージ 
出典：「廃棄物・資源循環分野におけるカーボンニュートラル実現」

プロジェクトの研究開発・社会実装の方向性（環境省） 

メタネーションについて 

メタネーションとは、

火力発電所などから排出

される二酸化炭素（CO2）

を水素と反応させ、天然

ガスの主成分である合成

メタンを製造する技術で

す。メタン燃焼時に生じ

る CO2 が相殺されると見

なされるため、次世代を

担う脱炭素燃料の一つと

して期待されています。 
メタネーションの概要 出典：資源エネルギー庁 
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巻末資料 用語集 

【あ行】 

イノベーション 

新しい技術の発明や新しいアイデアなどから、新

しい価値を創造し、社会的変化をもたらす自発的な

人組織社会での幅広い変革をいいます。 

インセンティブ 

誘発する効果、刺激する効果を意味します。目標

やノルマを達成した際に支給されるボーナスや報

奨金という意味でよく用いられており、一般的に

成果報酬と捉えられることが多いです。 

エネルギーマネジメントシステム  
情報通信技術（ICT）を用いて、家庭やオフィス

ビル、工場などのエネルギー（電気・ガス等）の使

用状況を把握及び管理し、最適化する「省エネ」を

行うシステムです。 

温室効果ガス 
大気圏にあって地表から放射された赤外線の一

部を吸収することにより地球温暖化の原因となる

温室効果をもたらす気体の総称です。地球温暖化

対策の推進に関する法律では、二酸化炭素（CO2）、

メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、ハイドロフル

オロカーボン類（HFCs）、パーフルオロカーボン類

（PFCs）、六ふっ化硫黄（SF６）、三ふっ化窒素（NF

３）の７種類と定められています。 

【か行】 

気候変動 
数十年間の間に大気や気候が移り変わることを

いいます。気候変動の要因には自然の要因と人為

的な要因があり、人為的な要因には人間活動に伴

う二酸化炭素などの温室効果ガスの増加やエアロ

ゾルの増加、森林破壊などがあります。 

技術イノベーション 
ここでは、温室効果ガスの排出量を削減し、持続

可能な社会を実現につながる、新たな技術などの

ことをいいます。 

国連気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ） 
大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させるこ

とを究極の目標として平成４（1992）年に採択され

た「国連気候変動枠組条約」（UNFCCC）に基づき、

平成７（1995）年から毎年開催されている年次会議

です。 

コージェネレーション 
発電と同時に発生した排熱も利用して、給湯・暖

房などを行うエネルギー供給システムのことです。 

発電システムのみのエネルギー利用効率は 40％

程度ですが、排熱も活用することでシステムの全

体効率を最大 80％まで高められます。 

 

ＣＯ２ＣＯ２スマート宣言事業所登録制度 
省エネルギー対策や再生可能エネルギーの導入

等、地球温暖化対策に積極的に取り組む千葉県内

の事業所を「CO2CO2 スマート宣言事業所」として

登録し、その取組を広く紹介する制度です。 

【さ行】 

再生可能エネルギー 
太陽光、風力、地熱、水力、バイオマスなどの、

石油などの化石エネルギーの様に枯渇する心配が

なく、温室効果ガスを排出しないエネルギーのこ

とをいいます。 

サスティナブルファッション 
原材料の調達から生産、流通、着用、廃棄される

までのライフサイクルにおいて、将来にわたり持

続可能であることを目指し、生態系を含む地球環

境、ファッションに関わる人や社会に配慮した取

組のことです。 

里山楽校 
八千代市で開催する里山整備ボランティア人材

育成講座の通称で、里山整備のために必要な知識

やチェンソーなどの道具の使い方を学ぶ講座です。 

充電インフラ 
ガソリンなどを使わず、電気のみを使用して走

る車の充電設備を指します。 

循環型社会 
「大量生産・大量消費・大量廃棄」型の経済社会

から脱却し、生産から流通、消費、廃棄に至るまで

物質の効率的な利用やリサイクルを進めることに

より、資源の消費が抑制され、環境への負荷を低減

させ、持続可能な社会のことをいいます。 

水源かん養 
雨水等を地下に浸透させ、保持し、水源を確保す

る機能のことをいいます。 

かん養された地下水は浄化され、長時間かけて

河川に還元されます。かん養機能を有する森林や

水田等が減少すると、保水・防災機能が低下し、洪

水や渇水を引き起こす原因となります。 

生物多様性 
生物は、同じ種であっても生息・生育する地域に

よって、また個体間でも形態や遺伝子に違いがあ

ります。生態系、種、遺伝子レベルのそれぞれで、

生物が持つ多様さ（変化・変異）をまとめて生物多

様性といいます。 

【た行】 

太陽光発電 
自然エネルギーを利用した発電方式のうち、太

陽光を利用した発電方式をいいます。 
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脱炭素社会 
二酸化炭素の排出が実質ゼロとなる社会のこと

です。 

実質排出ゼロとは、二酸化炭素などの温室効果

ガスの人為的な発生源による排出量と、森林等の

吸収源による除去量との間の均衡を達成すること

をいいます。 

脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国
民運動（デコ活） 

脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの実現に

向けた国民の行動変容、ライフスタイル転換のう

ねり・ムーブメントを起こすことを目的とした国

民運動のことをいいます。 

『デコ活』とは、二酸化炭素(CO2)を減らす(DE)

脱炭素 (Decarbonization)と、環境に良いエコ

(Eco)を含む"デコ"と活動・生活を意味する"活"を

組み合わせた新しい言葉であり、この国民運動の

愛称です。 

地球温暖化 
人間の活動の拡大により二酸化炭素をはじめと

する温室効果ガスの濃度が増加し、地表面の温度

が上昇することをいいます。 

地球温暖化対策推進法 
国、地方公共団体、事業者、国民が一体となって

地球温暖化対策に取り組むための枠組を定めたも

ので、地球温暖化対策計画を策定するとともに、社

会経済活動による温室効果ガスの排出の抑制等を

促進するための措置を講ずることにより、地球温

暖化対策の推進を図る法律です。 

地産地消 
「地域生産、地域消費」の略語です。地域で生産

された農林水産物等をその地域で消費することを

意味します。 

導入ポテンシャル 
設置可能面積、平均風速、河川流量等から求めら

れる理論的なエネルギー量から、自然要因、法規制

等の開発不可となる地域を除いて算出されるエネ

ルギー量です。 

【な行】 

燃料電池（エネファーム） 
燃料電池とは水素と酸素を利用した次世代の

「発電システム」です。エネファームは、「エネル

ギー」と「ファーム＝農場」の造語であり、水素と

酸素から電気と熱をつくることをいいます。 

【は行】 

バイオマス 
木材、食品廃棄物（生ごみ）、動物の糞など動植

物由来の再利用可能な有機性資源をいいます。  

バイオマスからつくられたエネルギーのことを

バイオマスエネルギーといい、直接燃焼やガス化

などにより発電に利用したり（バイオマス発電）、

アルコール発酵、メタン発酵などによりエネルギ

ー燃料として利用することができます。 

パリ協定 
平成 27（2015）年にフランスのパリ郊外で開催

された国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議

（COP21）で採択された気候変動に関する国際条約

です。 

ヒートポンプ 
空気中の熱（heat）をポンプ（pump）のように汲

み上げて、必要な場所に移動させる技術のことで

す。 

ファッションロス 
新品、中古にかかわらず、まだ着られるのに捨て

られてしまう衣服を指します。 

フロン類 
冷凍冷蔵機器の冷媒など幅広い用途で使われて

きた物質のことをいいます。 

オゾン層破壊の原因物質であることや高い温室

効果を持つことから国際的な規制の対象になって

います。 

ペレットストーブ 
木の粉を円柱形に固めた「木質ペレット」を燃や

して暖をとるストーブです。 

【や行】 

八千代市一般廃棄物処理基本計画 
市内から発生する一般廃棄物（家庭や事業所か

ら出るごみ）の処理について基本的事項を定めた

計画です。 

八千代市第５次総合計画 
「人がつながり 未来につなぐ 緑豊かな 笑

顔あふれるまち やちよ」を将来都市像として、長

期的なまちづくりの基本的な方向と、施策、基本事

業を総合的に示したまちづくり計画です。 

令和３（2021）年度から令和 10（2028）年度の

８年間を計画期間としています。 

八千代市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 
市も一事業所として、地球温暖化対策推進法に

基づき平成 13（2001）年４月に地球温暖化防止に

向けた「八千代市率先実行計画」を策定し、継続的

に取り組んできました。平成 28（2016）年度には

名称を「八千代市地球温暖化対策実行計画（事務事

業編）」と改めました。令和３（2021）年度からは

第５次計画に取り組んでいます。 

八千代市都市計画マスタープラン 

20 年後を見据え、都市のあるべき姿や土地利用、

交通、環境、景観、都市施設や生活環境など、まち

づくりの様々な分野にいたる総合的な指針を示し

たものです。市が行う都市計画は、このマスタープ

ランに沿って定められます。 
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八千代市緑の基本計画 

都市緑地法に基づく「市町村の緑地の保全及び

緑化の推進に関する基本計画」です。将来の緑地の

保全や都市緑化の推進、公園緑地の適正な配置や

維持管理、生物多様性の保全など、緑に関する様々

な施策を体系的にまとめ、緑豊かなまちづくりを

図ることを目的に平成 29（2017）改定された計画

で、計画期間は 20 年間です。 

谷津・里山 
谷津とは、平らな台地に樹枝状に深く入り組ん

だ、下総台地に特徴的な谷の地形をいいます。里山

とは、集落に接した山林（二次林）、田畑、池沼、

河川など、人々の生活と結びついて維持されてき

た環境をいいます。こうした環境は、生物の生息・

生育環境として、また、食料や木材など自然資源の

供給、良好な景観、文化の伝承の観点からも重要で

す。 

市では平成 22（2010）年度に「八千代市谷津・

里山保全計画」を策定し、谷津・里山の保全・再生・

活用に取り組んできました。今後は第３次環境保

全計画に統合し、一体的に取り組んでいきます。 

４Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル・リフ
ューズ） 

循環型社会の実現のために重要な Reduce（排出

抑制・ごみを減らす）、Reuse（再利用）、Recycle（資

源循環・再生利用）、Refuse（発生抑制・断る）の

４つの取組をいいます。ごみの発生を限りなく少

なくし、そのことでごみの焼却や埋立処分による

環境への悪影響を極力減らすことと、限りある地

球の資源を有効に繰り返し使う社会をつくろうと

するものです。 

【Ａ】 

ＡＩ 
人工知能（Artificial Intelligence）の定義は

研究者によって異なっていますが、「知的な機械、

特に、知的なコンピュータプログラムを作る科学

と技術」と一般的に説明されています。 

ＡＳＳＥＴ事業 
CO₂排出量の増加が著しい業務部門や、全部門に

占める CO₂排出量の割合が最大の産業部門におい

て、先進的な設備導入と運用改善を促進するとと

もに、市場メカニズムを活用することで、CO₂排出

量大幅削減を効率的に図ることを目的とした国の

補助事業です。 

【Ｂ】 

ＢＡＵ 
Business As Usual の略で、特段の対策を取らず

に、現状の傾向を維持して推移するとした仮定の

ことをいいます。 

 

 

ＢＥＭＳ 
Building and Energy Management System の略

で、「ビル・エネルギー管理システム」という意味

です。各種センサーや監視装置、制御装置などの要

素技術で構成されたシステムを指します。これに

より空調や照明などの設備機器によるエネルギー

使用状況を「見える化」できます。 

【Ｃ】 

ＣＣＳ・ＣＣＵＳ 
CCS は、“Carbon dioxide Capture and Storage”

の略で、二酸化炭素（CO2）を分離・回収し、地中な

どに貯留する技術のことです。CCUS は、同じく

“ Carbon dioxide Capture, Utilization and 

Storage”を略したもので、回収した CO2 の貯留に

加えて利用しようというものです。 

ＣＤＰ 
Carbon Disclosure Project の略で、投資家向け

に企業の環境情報の提供を行うことを目的とした

国際的な NGO の名称であり、気候変動等に関わる

事業リスクについて、企業がどのように対応して

いるか、質問書形式で調査し、評価したうえで公表

が行われています。 

【Ｄ】 

ＤＸ化 
デジタルトランスフォーメーション（Digital 

Transformation）の略で、直訳すると「デジタル変

革」という意味になります。企業がビジネス環境の

激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活

用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービ

ス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務その

ものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

競争上の優位性を確立することです。 

【Ｇ】 

ＧＸ 
グリーントランスフォーメーションの略であり、

化石エネルギーを中心とした現在の産業構造・社

会構造を、クリーンエネルギー中心へ転換する取

組のことをいいます。国は、「GX 実現に向けた基本

方針」を閣議決定（令和５（2023）年２月）し、GX

による脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の３

つを同時に実現するべく取り組んでいます。 

【Ｉ】 

ＩＣＴ 
情報通信技術（Information & Communications 

Technology）の略で、IT とほぼ同義の意味を持ち

ます。コンピュータやデータ通信に関する技術を

まとめた呼び方です。 
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ＩＰＣＣ 

Intergovernmental Panel on Climate Change の

略で、「気候変動に関する政府間パネル」と呼ばれ

ます。人為起源による気候変化、影響、適応及び緩

和方策に関し、科学的、技術的、社会経済学的な見

地から包括的な評価を行うことを目的として 1988

年に世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）

により設立された組織のことをいいます。 

【Ｐ】 

ＰＰＡ 
電力販売契約（Power Purchase Agreement）の略

で、施設所有者が提供する敷地や屋根などのスペ

ースに太陽光発電設備の所有、管理を行う会社

（PPA 事業者）が設置した太陽光発電システムで発

電された電力をその施設の電力使用者へ有償提供

する仕組みです。 

【Ｒ】 

ＲＣＰシナリオ 
代表的濃度経路（Representative Concentration 

Pathways）の略で、気候変動予測で用いられる、今

後地球が様々な温室効果ガスの濃度となるシナリ

オ（仮定）のことです。RCP に続く数値が大きいほ

ど、地球温暖化を引き起こす効果が大きいことを

意味します。 

ＲＥ１００ 
企業が自らの事業の使用電力を 100％再エネで

賄うことを目指す国際的なイニシアティブです。

世界や日本の企業が参加しています。 

【Ｓ】 

ＳＢＴ 
Science Based Targets の略で、パリ協定が求め

る水準と整合した、企業が設定する温室効果ガス

排出削減目標のことです。 

ＳＨＩＦＴ事業 
Support for High-efficiency Installations for 

Facilities with Targets の略であり、国が実施し

ている脱炭素化に必要な機器や技術の導入等に対

する補助を行う事業です。 

ＳＳＰ 
共有 社会 経済 経路 （ Shared Socio-economic 

Pathways）の略で、将来の社会経済の発展の傾向を

仮定したシナリオのことです。 

【Ｚ】 

ＺＥＢ 
ZEB（Net Zero Energy Building）は「ゼブ」と

呼び、快適な室内環境を実現しながら、建物で消費

する年間の一次エネルギーの収支をゼロにするこ

とを目指した建物のことをいいます。ZEB の種類に

は、「ZEB、ZEB Ready、Nearly ZEB、ZEB Oriented」

の４つのランクを示す言葉があり、エネルギー消

費量の削減率などが異なっています。 

ＺＥＨ 
ZEH（Net Zero Energy House）は「ゼッチ」と呼

び、外皮の断熱性能等を大幅に向上させるととも

に、高効率な設備システムの導入により、室内環境

の質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した

上で、再生可能エネルギーを導入することにより、

年間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとする

ことを目指した住宅のことをいいます。 

ＺＥＨ-Ｍ 
ZEH-M は、Net Zero Energy House Mansion（ネ

ット・ゼロ・エネルギー・ハウス・マンション）の

略称で、マンションの断熱性・省エネ性能を高めつ

つ、太陽光発電などで再生可能エネルギーを創る

ことによって、エネルギー消費量の実質ゼロにす

る（もしくはゼロに近づける）集合住宅を指します。
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